
貸 借 対 照 表  

（２０２１年３月３１日現在） 

（単位：円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 3,246,104,753 流動負債 1,235,793,938 

  現金預金 91,764,586   工事未払金 609,573,276 

  受取手形 97,475,796   買掛金 74,591,796 

  完成工事未収入金 1,749,594,327   未払金 7,046,182 

  売掛金 197,103,115   未払法人税等 102,780,000 

  預け金 266,026,717   未払事業所税 3,814,400 

  未成工事支出金 613,134,268   リース債務 2,938,981 

  貯蔵品 84,600   未払費用 197,010,695 

  材料貯蔵品 71,457,306   未成工事受入金 174,195,336 

  商品 4,224,918   預り金 7,143,882 

  前払費用 3,976,273   前受収益 3,378,190 

  未収入金 150,635,582   未払消費税 41,800,200 

  立替金 627,265   役員賞与引当金 11,521,000 

固定資産 1,291,472,293     

 有形固定資産 783,141,828 固定負債 654,830,246 

  建物 373,982,752   リース債務 2,540,246 

  構築物 13,382,874   長期預り金 8,260,000 

  機械装置 45,110,412   退職給付引当金 609,700,000 

  車両運搬具 771,463   役員退職慰労引当金 34,330,000 

  工具器具 4,212,312     

  備品 11,272,230     

  土地 329,496,646 負債合計 1,890,624,184 

  リース資産 4,913,139 （純資産の部）  

 無形固定資産 10,568,574 株主資本 2,655,662,097 

  電話加入権 6,975,443  資本金 100,000,000 

  ソフトウェア 3,593,131  資本剰余金 1,107,406,826 

 投資その他の資産 497,761,891   資本準備金 695,280,000 

  投資有価証券 54,447,000   その他資本剰余金 412,126,826 

  子会社株式 90,310,000  利益剰余金 1,448,255,271 

  出資金 361,000   利益準備金 52,479,960 

  長期前払費用 58,320   その他利益剰余金 1,395,775,311 

  破産債権、更生債権等 138,942,753    固定資産圧縮積立金 3,463,117 

  事業所敷金・保証金 2,579,896    別途積立金 31,000,000 

  会員権（ゴルフ） 14,600,000    繰越利益剰余金 1,361,312,194 

  繰延税金資産 335,405,675 評価・換算差額等 ▲8,709,235 

  貸倒引当金（長期） △138,942,753   その他有価証券評価差額金 ▲8,709,235 

  純資産合計 2,646,952,862 

資産合計 4,537,577,046 負債及び純資産合計 4,537,577,046 



個 別 注 記 表  
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

関連会社株式・・・・・・・・・・・・・原価法（移動平均法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

原価法（移動平均法） 

② たな卸資産 

   評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

   （未成工事支出金を除く） 

未成工事支出金 ･････････個別法による原価法 

材料貯蔵品 ・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 

商品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・総平均法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）及び２０１６年４月１日

以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法によっております。【太陽光発電

設備についても定額法】 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。また、自

社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法によっており

ます。 

 

③ リース資産 

定額法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法によっております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。 

② 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額にもとづく当事業年度負担額を計上することとしてお

ります。 

 



③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社内規にもとづく期末要支給額を計上することとして

おります。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における要支給額に基づき計上しております。 

    

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

① 完成工事高の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

   その他の工事 

 工事完成基準 

② 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（減損に係る注記） 

 当社は、特定の不動産の市場価格の下落により減損の兆候を認識しました。兆候を認識した資産について

不動産鑑定士による鑑定評価額に基づき正味売却価額を算出し、回収可能額を算出しました。当該資産は、

香川県高松市に所有する土地並びに建物であります。 

 その結果、当該資産の貸借対照表計上額を５３，８４５，０００円減じ、同額を特別損失に計上しました。 

 

２．１株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額    ４０６円１３銭 

(2)１株当たり当期純利益    ４１円９０銭 


